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三井倉庫株式会社
2026年3月

中東情勢悪化による物流・サプライチェーンへの影響
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イスラエル・米国とイランの軍事衝突は、イランによる報復徹底抗戦の構図となっており、先行きが全く見通せない状況と
なっています。そのような状況下、湾岸周辺国へも報復の戦火が飛び火、事実上のホルムズ海峡封鎖により、今後世界
経済への大きな打撃のみならず、世界規模での物流・サプライチェーンの混乱へと大きく波及していく可能性があります。

中東情勢悪化による物流・サプライチェーンの混乱

順位 港湾名(国名) ＴＥＵ 順位 港湾名(国名) ＴＥＵ

1 上海（中国） 49,158,300 15 ﾀﾝｼﾞｭﾝﾍﾟﾗﾊﾟｽ（マレーシア） 10,480,537

2 シンガポール（シンガポール） 39,010,000 18 ロサンゼルス（アメリカ） 8,634,500

3 寧波（中国） 35,301,000 21 ロングビーチ（アメリカ） 8,018,700

4 深セン（中国） 29,880,000 22 ﾆｭｰﾖｰｸ/ﾆｭｰｼﾞｬｰｼﾞ（アメリカ） 7,810,005

5 青島（中国） 28,770,000 23 ハンブルグ（ドイツ） 7,700,000

6 広州（中国） 25,414,400 32 ジェッダ（サウジアラビア） 5,586,074

7 釜山（韓国） 23,035,734 40 アブダビ（アラブ首長国） 4,910,000

8 天津（中国） 22,187,200 46 東京（日本） 4,570,000

9 ドバイ（アラブ首長国） 14,472,000 52 サラーラ（オマーン） 3,790,000

10 香港（中国） 14,401,000 68 横浜（日本） 3,021,068

11 ポートケラン（マレーシア） 14,061,000 72 神戸（日本） 2,835,518

12 ロッテルダム（オランダ） 13,447,000 75 名古屋（日本） 2,698,118

13 廈門（中国） 12,553,700 82 ダンマーム（サウジアラビア） 2,305,811

14 アントワープ（ベルギー） 12,500,000 84 大阪（日本） 2,238,674

2023年

(コンテナ取扱ランキング TOP100)

中東発着貨物(T/S含む)の規模は思いのほか大きく、
世界第9位のドバイ港の機能不全が長期化した場合、
世界中のコンテナ輸送へ影響が及ぶ可能性がある

中国寧波・深圳に近い規模
日本5大港や北米LA/LBの2倍
欧州主要3港合計と同規模

中東5港
年間コンテナ取扱本数

② 報復攻撃

① 軍事衝突

③ ホルムズ海峡封鎖

スエズ運河
通航再停止

全航路
喜望峰回帰

中東ハブ空港停止

中東向け輸送停止

※ 行き場を失ったコンテナが
大量に滞留

※ インド・アジアのハブ港への
代替避難の動き

【現在の状況】

※ エネルギー供給不安定化による
燃料費高騰

=事実上の商業輸送の停止状態=
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各船社の対応状況

中東地域のコンテナ輸送は事実上の停止状態となり、① 中東向けブッキング停止・②航路変更(喜望峰経由)・③代替
港荷揚げ(COD)・④戦争リスクや緊急燃油サーチャージの割増料金の導入等、各船社は相次いで緊急対応策を発表
しておりますが、最新の各社の対応状況は以下状況となっています。 

船社名 ブッキング引受状況 紅海・スエズ運河における対応 緊急紛争サーチャージ (ECS/WRS) 緊急燃油サーチャージ (EFS) 適用日

MSC 中東向け全面停止 -
End of Voyage宣言

800ドルの強制移送チャージ
航路により異なる

北米以外 - 3/16

北米　　 - 4/10

Maersk
湾岸向けブッキング停止

リーファー・危険品も停止

喜望峰ルートへ迂回 (MECL)

サービス休止 (ME11)

20FT: 1,800ドル・40FT 3,000ドル

リーファー・特殊 3,800ドル

Long Haul

　Head -  200ドル/TEU・Reefer 300ドル/TEU

　Back  -  100ドル/TEU・Reefer 150ドル/TEU

Short Sea 100ドル/TEU・Reefer 150ドル/TEU

北米以外 - 3/25

北米　　 - ???

CMA CGM
湾岸向けブッキング停止

リーファー・危険品も停止
喜望峰ルートへ迂回 (BEX2)

20FT: 2,000ドル・40FT 3,000ドル

リーファー・特殊 4,000ドル

Long Haul

　Head - 150ドル/TEU・Reefer 180ドル/TEU

　Back  -   75ドル/TEU・Reefer  90ドル/TEU

Short Sea  75ドル/TEU・Reefer  90ドル/TEU

北米以外 - 3/16

北米　　 - 4/8

Hapag-Lloyd 湾岸向けブッキング停止 喜望峰ルートへ迂回 (IMX)
1,500ドル/TEU

3,500ドル/TEU (リーファー・特殊)

Long Haul

　Head - 160ドル/TEU・Reefer 225ドル/TEU

　Back  -   70ドル/TEU・Reefer 100ドル/TEU

Short Sea  70ドル/TEU・Reefer 100ドル/TEU

北米以外 - 3/23

北米　　 - 4/8

COSCO 中東向けブッキング停止 - - - -

ONE 中東向けブッキング停止 - -

Long Haul

　Head - 160ドル/TEU・Reefer 210ドル/TEU

　Back  -   80ドル/TEU・Reefer 105ドル/TEU

Short Sea  80ドル/TEU・Reefer 100ドル/TEU

北米以外 - 3/23

北米　　 - 4/8

HMM
当初は全面停止に至らず警告発出。

その後停止へ移行したとの業界情報
- - 航路により異なる

北米以外 - 3/28

北米　　 - 4/12

Yang Ming - - End of Voyage宣言

Long Haul

　Head - 185ドル/TEU・Reefer 266ドル/TEU

　Back  -  課徴せず

Short Sea  課徴せず

北米以外 - 無し

北米　　 - 4/13

Wan Hai 中東向けブッキング停止 - - - -

Evergreen 中東向けブッキング停止 - - - -
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輸送停止に至った背景と影響長期化の可能性

コンテナ輸送停止に至った背景には以下4つの要件が背景にあり、輸送再開にはこれらの条件が全て整う必要があると
言われています。物理的にホルムズ海峡は「完全に封鎖されていない状況」でありながらも、事実上の輸送停止へと追い
込まれているのは、これらの複雑な海運実務が背景にあり、仮に攻撃が減少し、中東情勢が短期的な解決に向かったと
しても、その後の本格的な輸送正常化までには時間がかかる可能性があります。

① 船舶・船員の安全性確保 

③ 船舶保険・P&I保険(船主責任保険) 

② 攻撃リスク  

④ 責任の所在 

実際に複数の商船が攻撃を受け、安全性リスクが高まっている

・ 商船へのミサイル、ドローン攻撃
・ 不明弾帯による船舶損傷
・ 小型武装艇による接近
・ GNSS (GPS) 妨害

JWC(共同戦争委員会)によるアラビア湾・オマーン湾・イラン周辺海域を
指定海域として拡大決定

1) 船舶保険の引受厳格化による戦争保険の追加保険料の上昇
2) 主要P&I保険による戦争リスク補償の停止、巨額賠償リスク

イランは「米国・イスラエル関連船舶」を攻撃すると明言

世界の商船に占める米国・イスラエル船籍船は0.25%に過ぎないが、
船籍・船主・運行・貨物の関係が国境を越えて複雑に重なっており、
「米国関連船舶」を明確に定義づけ、判断することが不可能

多数の荷主の貨物が混載されており、航行再開は船社だけでは決められない
共同海損の補償が十分に機能しない可能性があり、荷主が同意しにくい構造に
実際、Hapagはスエズ復帰を計画した際、大手荷主の反対で撤回した例も

【輸送停止の背景】

※ これらの条件が全て整わない限り、コンテナ船の再開判断を船社は下すことができない

※ 世界の原油の20%が通過するホルムズ海峡は「迂回路」が無く、「止まれば物流が止まる」構造から
エネルギー供給不安による燃料費高騰の高止まり等、影響が長期化する可能性がある

※ 過去の様々な事象でも見られた通り、コンテナ輸送再開が「正常化」ではなく、更なる「混乱の始まり」にもなり得る
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中東情勢が今後の国際物流へ与える影響

船腹の実効供給の減少
(相対的スペース減少)

ハブ港機能停止による
他輸送網への影響連鎖

空コンテナ不足

中東情勢悪化

中東向け輸送停止
輸送途上貨物
 洋上滞留

アジアハブ港へ
代替避難 (COD)

喜望峰迂回

原油価格急騰
アジアハブ港
 機能パンク

積地国での
輸出貨物の滞留

アジアハブ港へ貨物集中

荷役効率低下 積み残し発生

沖待ち増加
燃料費高騰による
 輸送コスト上昇 接続遅延

今後、時間の経過と共に輸送ネットワークへの影響が各地へ広く波及していくことが予想されます。空コンテナ不足やス
ペース不足などの物理的な影響に加えて、これらの影響が燃料費高騰とともにトリプルパンチで海上運賃へダイレクト
に跳ね返ってくることも想定され、市況の動向を注視していくことが必要です。

燃料費高騰 + 空コンテナ不足 + スペース不足 = 更なる運賃上昇？

ブランクセーリング
増加

悪循環 悪循環

今後、NVO業者の活躍がより一層期待され、様々な選択肢の中から最適提案していくことが求められます

燃料消費を抑える
減速運航
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航空輸送への影響

空域制限や湾岸地域のハブ空港の運用制約が広がっており、航空物流ネットワークへも大きな影響が及んでいます。

① 中東向け貨物の受託制限と積み地での貨物滞留
② アジア発欧州向け航空スペースの逼迫

・ 従来、中東経由で輸送されていた貨物が直行便へ集中 (スペース不足)
・ 元々ロシア上空の飛行制限もあり、更なる輸送ルートの制約に (コスト上昇)
・ 今後、北米経由での輸送ルートとなる可能性も

③ 燃料サーチャージの高騰
 

＜ポイント＞ 
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各国での国内輸送への影響

原油価格の高騰により、国際輸送のみならず、各国内での国内輸送にも今後大きな影響が及んでくると予想されます。

＜原油価格＞ 

＜日本＞ 

＜ベトナム＞ 

・石油備蓄の無いベトナムでは武力攻撃の直後より燃料価格が急上昇、ドレー業者より緊急の値上げ通知を受けるなど、
Fuel Surchargeが導入されている各国では燃料費高騰の影響が顕在化してきています。

・日本でも、3/11頃より軽油価格は急上昇しており、政府による石油備蓄放出などの対策が進められていますが、
今後他国と同様に運送料値上げの圧力が強まっていくものと予想されます。
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非居住者保管活用により、現地法人を持たないお客様（非居住者）でも現地での在庫保管が可能になります。

想定フロー

海外

国内（保税）

国内（非保税）

海外

国内（保税）

国内（非保税）

非居住者保管倉庫
非居住者名義で保管

対応可能な業務

・保管 ・検品

・梱包 ・ラベリング

・仕分け ・クロスドッグ

・簡易な加工作業*

*HSコードが変わらないことが前提

番号 項目 課題例 解決案

1 非居住者在庫 ✖現地に在庫を持つ手段がない ✅FZ倉庫を使い、現地で非居住者在庫を保有可能に

2 部品供給の安定 ✖輸送混乱で供給が不安定になる ✅現地在庫により輸送影響を回避し安定供給を実現

3 リードタイム短縮
✖商流上、日本経由にしなければならず
輸送に時間がかかる

✅現地で日本名義（非居住者）保管し、
輸送時間を短縮・販売機会を拡大

中東向け滞留貨物に対する提案 (一時的な東南アジアでの非居住者保管)
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■フリーゾーン倉庫と普通倉庫の条件

倉庫機能のステータス比較

各種条件 普通倉庫 (泰)フリーゾーン倉庫 (馬)保税倉庫 (馬)フリーゾーン倉庫

輸入関税・VAT 不可
✅免除

＊国内販売しない場合
✅免除

＊国内販売しない場合
✅免除

＊国内販売しない場合

非居住者在庫 不可 ✅可能 ✅可能 ✅可能

保管期限 制限なし
2年間

（1年延長申請可能）
2年間

（1年延長申請可能）
制限なし

関税法上の区分 現地国内法 ✅国外と同等の特区扱い ✅国外と同等の特区扱い ✅国外と同等の特区扱い

付加価値作業 可能
✅可能

＊HSコードが変わらない簡易加
工に限る

✅可能
＊HSコードが変わらない簡易加

工に限る

✅可能
＊HSコードが変わらない簡易加

工に限る



9Ⓒ MITSUI-SOKO GROUP 2025E
m

p
o

w
e
r 

s
o

c
ie

ty
, 

e
n

c
o

u
ra

g
e
 p

ro
g

re
s
s

かつてASEAN地域の物流ハブとして機能していたのはシンガポールでしたが、近年の物流コスト高騰を受け、マレーシ
アやタイといった近隣国への拠点の移転が加速しています。

各国の非居住者保管のコスト感に関して

項目 マレーシア タイ シンガポール

保管料 (㎡ / 月)
$4 〜 $10

主要エリアは高め

$4 〜 $7
EEC（東部経済回廊）周辺で

需要増

$15 〜 $35
土地不足により圧倒的に高価

作業員（月額）
$450 〜 $750

最低賃金引き上げの影響あり
$350 〜 $600

熟練工の確保が課題
$2.5K 〜 $4K
高い賃金水準

輸出入（20ft）
$220 〜 $325

港湾インフラが整備され効率的
$240 〜 $360

手続きのデジタル化が進む
$320 〜 $455

世界最速の処理能力

主な特徴
ハブ機能とコストのバランスが良

い
自動車・製造業向けが強み 高付加価値・効率重視のハブ
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EOF

社会を止めない。進化をつなぐ。
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